
（様式第３号）R7・8用

１．申請業務

申請

２．業務内容

入札参加資格審査を希望する業務内容について申請欄に○を記載してください。
申請 申請

３．有資格技術者確認表（市内・準市内業者のみ記入。準市内業者は受任先の技術者数のみ記入。）

業務
測量

建築

資格者数
測量士補
RCCM（農業土木）

補償業務管理者

資格区分

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録規程第3条1号に
より国土交通大臣が認定した者

RCCM（　　　　　　）

資格区分 資格者数
測量士
技術士（農業-農業土木）
技術士（建設-　　　　　　）

認定技術管理者（道路）

技術士（　　　　　　）
技術士（　　　　　　）

技術士（　　　　　　）

１級建築士

土地家屋調査士
技術士（応用理学-地質）
さく井技能士

不動産鑑定士
技術士（建設-土質及び基礎）

補償

地質

RCCM（　　　　　　）
農業土木技術管理士

２級建築士

認定技術管理者（農業土木）

土木

補償業務管理士

電気電子

建築一般

地質調査

河川・砂防及び海岸・海洋 土地調査

地質調査技士

廃棄物

土木関係建設
コンサルタント業務

建築関係建設
コンサルタント業務

補償
コンサルタント業務

測量一般

施工計画及び施工設備

地図の調製

造園
都市計画及び地方計画

地質調査業務

建設環境

物件上水道及び工業用水道

RCCM（道路）

申請業務チェックシート（コンサル）

機械

営業補償・特殊補償農業土木
下水道

業務の内容

事業損失

総合補償

業務区分 業務の内容

地質
土質及び基礎

業務区分

測量業務

機械工作物

航空測量

鋼構造及びコンクリート

トンネル

森林土木
補償関連

建築構造
建築設備

道路 土地評価

業務名 登録番号 登録年月日（直近）
直前２箇年の
年間平均高

測量業務 第　　　　　　　号 千円

土木関係
建設コンサルタント業務

第　　　　　　　号 千円

建築関係
建設コンサルタント業務

第　　　　　　　号 千円

補償コンサルタント業務 第　　　　　　　号 千円

地質調査業務 第　　　　　　　号 千円
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２．業務内容
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３．有資格技術者確認表（市内・準市内業者のみ記入。準市内業者は受任先の技術者数のみ記入。）

業務
測量

建築

資格者数
4
1
1

測量士補
RCCM（農業土木）

補償業務管理者

資格区分

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録規程第3条1号に
より国土交通大臣が認定した者

RCCM（都市計画及び地方計画）

3
1

資格区分 資格者数
測量士
技術士（農業-農業土木）
技術士（建設-道路）

認定技術管理者（道路）

技術士（　　　　　　）
技術士（　　　　　　）

技術士（　　　　　　）

１級建築士

1

土地家屋調査士
技術士（応用理学-地質）
さく井技能士

不動産鑑定士
技術士（建設-土質及び基礎）

補償

1

地質

RCCM（　　　　　　）
農業土木技術管理士

２級建築士
1

認定技術管理者（農業土木）

土木

補償業務管理士 3

電気電子

建築一般

地質調査

河川・砂防及び海岸・海洋 土地調査

地質調査技士

廃棄物

土木関係建設
コンサルタント業務

建築関係建設
コンサルタント業務

補償
コンサルタント業務

測量一般

施工計画及び施工設備

地図の調製

造園
都市計画及び地方計画

地質調査業務

建設環境

物件上水道及び工業用水道

RCCM（道路）

申請業務チェックシート（コンサル）

機械

営業補償・特殊補償農業土木
下水道

業務の内容

事業損失

総合補償

業務区分 業務の内容

地質
土質及び基礎

業務区分

測量業務

機械工作物

航空測量

鋼構造及びコンクリート

トンネル

森林土木
補償関連

建築構造
建築設備

道路 土地評価

業務名 登録番号 登録年月日（直近）
直前２箇年の
年間平均高

測量業務 第(○○)-○○号 平成30年7月1日 600千円

土木関係
建設コンサルタント業務

第建○○-○○号 平成28年8月9日 1,960千円

建築関係
建設コンサルタント業務

第　　　　　　　号 千円

補償コンサルタント業務 第補○○-○○号 平成30年12月18日 1,025千円

地質調査業務 第　　　　　　　号 千円

記載例

記載する技術者の人数は、

申請する本社又は営業所で

資格を有する人数のみを記載してください。

有資格技術者確認表は

市内・準市内業者のみ記入してください。


